
事業の概要

①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

合計 185,699,621 182,349,621

小計 560,000 560,000

小計 560,000 560,000

1 1
低所得世帯支援給付金事業（低
所得世帯支援枠分）【物価高騰
対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生
活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　R5年度分の住民税非課税世帯　560千円（1,607世帯×70千円
のうちR6年度実施計画分）
　事務費　1,836千円
　事務費の内容[需要費（事務用品等）、役務費（郵便料等）、人件費と
して支出]
④R5年度分の住民税非課税世帯（1,607世帯）

R5.12
～

R6.3
（R6.4）

560,000 560,000

対象世帯に対し
て令和６年２月
までに支給を開
始する。

①給付開始：令和６年１月24日
②給付金給付件数：1,607世帯
③給付金給付総額：111,930,000
円のうちR6年度実施計画分
560,000円

　物価高騰の影響を受けた低所得
世帯に対して給付金を給付した。
　早急に給付を開始することで、
家計における物価高騰の影響が軽
減され、当該世帯の生活の維持に
寄与した。

町民課

2 6 実施計画No.2事業（事務費）
※実績なし
（R5年度実施計画の執行残をR6年度実施計画において充当できるように手
続したもの）

－ 0 0 － － － －

小計 85,018,079 81,668,079

小計 85,018,079 81,668,079

3 2
低所得者支援及び定額減税補足
給付金事業（給付金・定額減税
一体支援枠（給付費））

80,900,000 77,550,000

4 2
低所得者支援及び定額減税補足
給付金事業（給付金・定額減税
一体支援枠（事務費））

4,118,079 4,118,079

小計 51,005,623 51,005,623

小計 51,005,623 51,005,623

5 7
住民税非課税世帯等物価高騰支
援給付金事業（令和６年度低所
得世帯支援枠分）（給付費）

48,860,000 48,860,000

6 7
住民税非課税世帯等物価高騰支
援給付金事業（令和６年度低所
得世帯支援枠分）（事務費）

1,605,623 1,605,623

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生
活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　R6年度住民税均等割非課税世帯　48,000千円（1,600世帯×
30千円）、子ども加算　1,400千円（70人×20千円）のうちR6年度実施計
画分
　事務費　1,606千円
　事務費の内容［需要費（事務用品等）、役務費（郵送料等）、業務委託
料、人件費として支出］
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1,600世帯）

対象世帯に対し
て令和７年２月
までに支給を開
始する。

①給付開始：令和７年２月７日
②給付金給付件数：1,576世帯
（子ども加算対象79人）
③給付金給付総額：48,860,000
円

　物価高が続く中で大きな影響を
受けている低所得世帯等に給付金
を給付した。
　２課が連携し、給付体制を整え
たうえで早急に事業を展開し、当
該世帯の生活維持に付与した。

町民課
健康推進課

R7.2
～

R7.3

①給付開始：令和６年７月16日
②給付金給付件数：R6非課税化
76世帯（子ども加算対象７
人）、R6均割のみ課税化83世帯
（こども加算対象13人）、定額
減税2,771人
③給付金給付総額：77,550,000
円（総事業費との差額分はR5年
度交付決定分から3,350,000円を
充当）

　物価高が続く中で大きな影響を
受けている低所得世帯等に給付金
を給付した。
　３課が連携し、給付体制を整え
たうえで早急に事業を展開し、当
該世帯の生活維持に付与した。

税務出納課
町民課
健康推進課

低所得世帯支援枠及び不足額給付分の給付金・定額減税一体支援枠

　Ⅱ　物価高の克服

給付金・定額減税一体支援枠

　Ⅰ　物価高から国民生活を守る

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生
活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　R5年度均等割のみ課税世帯　24,100千円（241世帯×100千
円）、R6年度非課税化世帯　7,600千円（76世帯×100千円）、R6年度均等
割のみ課税化世帯　8,300千円（83世帯×100世帯）、子ども加算　7,050
千円（141人×50千円）、定額減税を補足する給付の対象者　64,000千円
（2,771人）のうちＲ６年度実施計画分
　事務費　4,119千円
　事務費の内容［需要費（事務用品等）、役務費（郵送料等）、業務委託
料、人件費として支出］
④低所得世帯等の給付対象世帯数（400世帯）、定額減税を補足する給付
の対象書（2,771人）

R6.7
～

R7.3

対象世帯に対し
て令和６年８月
までに支給を開
始する。

備考
（所管課）

低所得世帯支援枠

　Ⅰ　物価高から国民生活を守る

令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　事業実施及びその効果について

№
実施
計画
№

交付対象事業の名称 実施期間
総事業費
（円）

交付金
充当経費
（円）

成果目標 事業の実績 事業の効果
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7 －

R7年度実施計画住民税非課税世
帯等物価高騰支援給付金事業及
び定額減税補足給付金（調整給
付）事業（令和６年度低所得世
帯支援枠及び不足額給付分の給
付金・定額減税一体支援枠の令
和７年度実施分）へ流用

※住民税非課税世帯等物価高騰支援給付金事業（令和６年度低所得世帯支
援枠分）（給付費）の不用額分

R7.6
～

R7.11
540,000 540,000 － － － －

推奨事業メニュー 小計 49,115,919 49,115,919

小計 49,115,919 49,115,919

8 9
住民税非課税世帯等物価高騰支
援給付金事業（家計急変世帯
分：推奨事業メニュー分）

0 0

9 10

住民税非課税世帯等物価高騰支
援給付金事業（家計急変世帯分
（事務費）：推奨事業メニュー
分）

0 0

10 11
福祉サービス事業所物価高騰対
策支援事業（R6臨時）

①燃料費、光熱費及び食材料費の価格高騰の影響を受けた福祉サービス事
業所に対し、その影響を緩和するための支援金を交付することにより、事
業の継続と安定化を図る。
②福祉サービス事業所に対する支援金
（入所系）定員割：定員１人当たり10千円、（通所系及び訪問・相談系）
事業所割（１事業所当たり）：通所系100千円、訪問・相談系30千円
③支援金合計　3,620千円
（定員割）2,410千円（241人×10千円）、（事業所割）1,210千円（通所
系10事業所×100千円＋訪問・相談系７事業所×30千円）
④福祉サービス事業を運営する町内の法人（９法人）

R7.2
～

R7.3
3,620,000 3,620,000

支援法人数：９
法人

①支援法人数：９法人
②支援金総額：3,620,000円

　物価高騰の影響を受けた福祉
サービス事業者に対して支援金を
給付した。
　公定価格制度のため物価高騰に
よる費用の増加分を利用料金に反
映することができない福祉サービ
ス事業所に支援を行ったことによ
り、事業運営における物価高騰の
影響が軽減された。

町民課
健康推進課

11 12
農業生産資材価格高騰対策支援
金（R6臨時）
【繰越事業】

①肥料等の価格高騰の影響を受けた耕種作目農業者に対し、その影響を緩
和するため、元肥の購入費用の一部を支援し、営農継続の下支えを図る。
②元肥の購入補助
　令和７年作付け分の元肥購入費用を1.4（物価指数）で除して得た額の
20％を補助（上限：100千円）
③支援金合計　2,286千円
　令和5年耕種作物収入額における肥料費分16,000千円÷1.4×20％
④町内の住所を有する耕種作物（果樹含む。）農業者

R7.2
～

R7.12
698,000 698,000

支援金給付率：
90％

①支援金給付率：30％
②支援金総額：698,000円

　エネルギーや農業資材等の価格
高騰の影響を受けた耕種農業者に
対して支援金を給付した。
　支援金給付率は目標値の達しな
かったものの、農業経営における
物価高騰の影響を緩和し、事業の
継続と安定化を支援することがで
きた。

農林水産課

－

※実績なし

①物価高騰による負担増を踏まえ、速やかに生活、暮らしの支援を行うた
め、特に家計への影響が大きい家計急変世帯に対し、物価高騰支援給付金
及び子育て支援給付金（加算金）を支給する。
②家計急変世帯に対する物価高騰支援金及び子育て支援給付金（加算金）
に係る事務費
③事務費　158千円
　事務費の内容［需要費（消耗品費等）、役務費（郵便料等）、人件費と
して支出］
④失業等により家計が急変し、所得額が住民税非課税世帯となる水準に相
当する額以下である世帯　10世帯（加算金分：児童10人）

　Ⅱ　物価高の克服

－ － － －
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№
実施
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№

交付対象事業の名称 実施期間
総事業費
（円）

交付金
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（円）
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12 13
家畜飼養資材価格高騰対策支援
金（R6臨時）

6,489,000 6,489,000

13 13
家畜飼養資材価格高騰対策支援
金（R6臨時）
【繰越事業】

370,800 370,800

14 14 草地更新支援事業（R6臨時） 6,623,626 6,623,626

15 14
草地更新支援事業（R6臨時）
【繰越事業】

8,248,406 8,248,406

16 15
漁業者経営継続支援事業（R6臨
時）

①燃料価格高騰の影響を受けた漁業者に対し、その影響を緩和するため、
漁業経営セーフティーネット構築事業の漁業者積立金の一部を支援するこ
とで、漁業経営継続の下支えを図る。
②漁業経営セーフティーネット構築事業に係る支援金
　漁業者積立金分の20％
③支援金合計　329千円
　漁業者積立金合計1,641,200円×20％（＝328,240円）
④町内の漁業経営セーフティネット構築事業実施事業者（漁業者）（12
者）

R7.2
～

R7.3
327,420 327,420

支援金給付率：
90％

①支援金給付率：100％
②支援金総額：327,420円

　燃料価格高騰の影響を受けた行
業者に対して漁業経営セーフ
ティーネット構築事業の漁業者積
立金の一部を支援した。
　想定した対象者全てを支援し、
事業継続と安定化を支援すること
ができた。

農林水産課

17 16
町内消費購買拡大事業（R6臨
時）
【繰越事業】

①食料品価格等の高騰の影響を受けた町民に対し、プレミアム付き商品券
の発行を通じて消費を下支えし、併せて町内商店等での消費購買を促し、
地域経済の活性化を図る。
②地域商品券を発行する町商工会に対する補助金
③補助金合計　22,800千円
　プレミアム分発行額　20,000千円（１セット12,000円相当を10,000円で
販売。発行数10,000セット。）、事務費　2,800千円
④町商工会

R7.2
～

R8.3
22,738,667 22,738,667

商品券販売率：
100％

①商品券販売率：100％
②補助金合計：22,738,667円
・プレミアム分19,938,667円
・事務費分2,800,000円

　プレミアム付き商品券を10,000
セット販売した。
　エネルギーや食料品等の物価高
騰により低迷していた町内商店の
利用が促進され、地域経済の活性
化に寄与することができた。

経済観光交流
課

農林水産課

①配合飼料、燃料、肥料等の価格高騰の影響を受けた畜産経営体に対し、
その影響を緩和するため、飼養形態や飼養規模に応じて経費の一部を支援
する。
②家畜の飼養形態に応じた支援金
　乳用牛3,000円/１頭、肉用牛1,800円/１頭、肉豚400円/１頭
　（上限：1,000千円）
③支援金合計　8,848千円
　乳用牛4,320千円（3,000円×1,440頭）、肉用牛4,068千円（1,800円×
2,260頭）、肉豚460千円（400円×1,150頭）
④町内に住所を有する畜産経営体（85戸（事業体））

R7.2
～

R7.6

支援金給付率：
90％

①支援金給付率：85％
②支援金総額：6,859,800円

　エネルギーや家畜飼養資材等の
価格高騰の影響を受けた畜産事業
者に対して支援金を給付した。
　対象者の中から支援金辞退者が
あり、支援金給付率は目標値に達
しなかったものの、畜産経営におけ
る物価高騰の影響を緩和し、事業
の継続と安定化を支援することが
できた。

農林水産課

①配合飼料、燃料、肥料等の価格高騰の影響を受けた畜産経営体に対し、
その影響を緩和し、畜産経営の柱である自給粗飼料基盤を強化するため、
草地を更新する場合に要する経費について補助する。
②草地更新に係る経費補助
　種子、肥料、土壌改良材、除草剤等の購入に要する経費に対し、１ha当
たり278千円を補助
③補助金合計　16,680千円【※一般財源3,651千円】
　278千円(/１ha)×60ha
④町内に住所を有する畜産経営体（20戸（事業体））

R7.2
～

R8.1

支援金給付率：
90％

①支援金給付率：84％
②支援金総額：14,872,032円

　エネルギーや家畜飼養資材等の
価格高騰の影響を受けた畜産事業
者に対して支援金を給付した。
　支援金給付率は目標値に達しな
かったものの、畜産経営における物
価高騰の影響を緩和し、事業の継
続と安定化を支援することができ
た。
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